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1 事業の成果
第 11期の 2019年度 (2019年 4月 1日 ～2020年 3月 31日 )に実施した事業の概要と結果は、以下

の通りである。

貸匡纏堕」lび基芝昼」ユ2蛙2≧笙12とLLA生
`≧

璽鱚主主」LttL登21墜」聾壺基

・3つの公益信託 (ACT、 川上基金、今井基金)の事務局活動を通じ、アジアの開発途上国で活動する現

地 NGOお よび日本の国際協力 NGOへの助成申請事業の公募、受付、申請資料の整理、助成後のモニ

ター、助成先団体からの終了報告書のとりまとめ、当該信託銀行の運営委員会・諮問委員会等への報告

業務等を滞りなく行った。

・ACT推進の自主事業「アジア留学生インターン受入れ助成プログラム 2018年度助成事業報告会」で

は、助成先関係者間の交流と相互学習の場を提供した。

・「権利を奪われたストリー トチル ドレン支援プログラム」(2年 目)では、現地パー トナー団体 (チャイ

ル ドホープ。フィリピン財団)と ともに「路上で暮らす若者の自立支援プロジェクト (旧ス トリー トチ

ル ドレン社会復帰のための職業技術訓練プロジェクト)」 に取り組んだ。さらに、2020年 1月 より、マ

イクロファイナンスの専門性を持ち事業の実績を持つ 「カサガナカ協同組合 (K‐ Coop)」 (貧 しい都市

住民を組合員として多様なサービス活動を行う協同組合)と その組合員の能力開発を行う姉妹団体「カ

サガナカ開発センター (KDCI)」 との三者間協働事業 「都市に暮らす貧しい若者の小規模起業家育成

プログラムの開発」を開始した。

・「権利を奪われた貧困家庭の女性の社会主流化プログラム」では、「スリランカ女性住民組織による共同

農業ビジネス開発と市場開拓を通じた地場産業の育成と女性のエンパワメント」(3年目)を引き続き

実施し、ウバ州の女性組織 UWWOと 連携して 780世帯の女性農家が栽培した地域特産品 (ピーナッ
ツ)の購入・加工・販売 (マーケティング)、 有機農産物の販売活動、人材育成を支援した。

および の および協 の

。「日比 NGO協働推進」では、日比 NGOネ ットワーク (JPN)の事務局として、正・準会員間の情報

交換・経験共有等の推進を目的とした学習会活動を行 うとともに、フィリピン社会とその人々、および

フィリピンに関わる日本の NGOの 協力活動等についての国内での理解促進と支持者の拡大のため、

情報発信、問い合わせ対応を行った。

・「日本企業との連携による途上国地域開発事業の推進」では、パナソニック (株 )、 インドネシアの現地

NGO・ YDDと の三者による共同事業「西カリマンタン辺境地域での太陽光発電利用と生計活動のモデ

ルづくり」において、連絡調整、現地事業の円滑な実施のための提案・アドバイス、そして他二者と共

に事業地訪問などを行っている。2019年度は、関係者会合、現場訪問 (パ ワーサプライステーション

の活用状況、電気を活用した生計活動技術 (モ リンガ、有機肥料製造、淡水魚加工、ハチミツ加工)の



トレーニングの現場確認)、 第 2フェーズ (2020年 2月 ～)の事業計画策定などを行った。

知識・値報の普及推進事業

。「広報・啓発事業」では、当団体ウェブサイ トのほか、SNS(l� itter、 Facebookな ど)、 イベントの開

催、大学の講義等への講師派遣、学生の訪問受け入れなどを通じ、情報提供を行うとともに、広く一般

に活動への参加を呼びかけた。

・2019年 11月 22～ 26日 に、東京・大崎の光村グラフィックギャラリー (MGG)で開催された「アジ

アの子どもと女性に夢を 第 23回写真家達によるチャリティー写真展」(主催 :フォトボランティアジ

ャパン基金、来場者 200人以上)で ACC21の活動紹介を行い、イベントの収益金の中から50万円を

ご寄付いただいた。収益金はACC21の子ども、女性支援活動に活用させていただく。
・本年度より、実施した活動と実績についてわかりやすく報告した冊子版の「年次報告書」を発行し、会

員、寄付者、協力者、関係者向けに普及したほか、メールマガジンのデザインを刷新するなど、広く一

般に向け支援の呼びかけを行った。また支援者拡大のためのイベント開催を積極的に行った。

政策二型慶:変菫のための提言事業

。(特活)国際協力 NGOセ ンター (JANIC)正会員、日比 NGOネ ットワーク (JPN)の正会員、グロ

ーバル連帯税フォーラムの正会員、NGO―労働組合国際協働フォーラムの参加団体、(特活)シーズ・

市民活動を支える制度をつくる会の賛助会員として、それぞれの政策提言活動に加わった。

国際協力に携わる△2宣成
。植民地時代 や戦後の処理問題を巡り、日本と韓国の関係は対立が繰り返され、ここ 1年ほどはとくに、

政府間の関係が急速に悪化し、市民の間にも暗い影を落としているなか、日本と朝鮮半島 (韓国・北朝

鮮)にルーツをもつ若者たち (在日コリアン)そ して韓国の若者たちが、それぞれ歴史を学び合い、共

に未来を創ってゆくのを支援することを目的に、2019年 11月 から「日韓みらい若者支援事業」を開始

した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【22,979】 千円)

定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

貧困層およ
び基本的人
権を奪われ
た人々への
資金および
その他支援
事業

「КT推進事業」
(受託事業)
アジアの現地 NGOが
実施する事業に助成
す る公益信託アジ

ア・コミュニティ・ト

ラスト (κT)の事務
局活動

メ芝霞霧愕恣蒻斎斯雲
事業発掘調査、広報・

渉外活動、基金設定
者、寄付者、会員との
連絡維持、運営委員会

2019年

4月 ～

20年 3

月

日 本 国

内、アジ

ア 4カ 国

5人

フィリピン、

イ ン ドネ シ

ア、インド、ス

リランカおよ

び日本 (22助

成事業)

約 3,200人 9,182



のための資料作 り、受

顧Fと
の連絡維持・調

ACT「アジア留学生
ンターン受入れ助
プログラム 2018
度助成事業報告会
(自 主事業)

′
´
1

成
年
」

2019年

6月 22

日

日 本 国

内 (大阪

市北区)

4人

ア ジ ア 諸 国

(留学生の出

身国)、 日本の

非営利組織

留学生、受入
れ団体計 5
組、ほか一般
参加者計 27
人

461

「今井記念海外協力
基金」事務局活動
(受話事業)
アジアで活動する日
本の国際協力 N00の
事業を助成する公益
信託の事務局活動。18
年度助成事業最終報
告書提出の確認、19
年度助成事業実施 2
団体との連絡調整、20
年度助成申請事業公
募・申請書類受付、委
員会資料作成、専用ウ
ェブサイ トのアップ
デー ト等

2019年

4月 ～

204F3

月

日 本 国

内、

ア ジ ア

諸 国 (2

カ国)

2人

日本の国際協

力 N002団体

が実施する事

業地 (2ヵ 国、

2助成事業)

約 1,000人 724

「川上甚蔵記念国
際文化教育振興基
金」事務局活動 (受
話事業 )
アジアの現地 NGOが
実施する事業を助成
する公益信託「川上

甚蔵記念国際文化教
育振興基金」の事務
局活動

2019年
4月 ～

20年 3
月

フィリピ
ン、日本
国内

1 1
■ノヽ
フィリピン現
地N001団体と
事 業 対 象 地

(コ タバ ト州
マグペットミ
ュニシパリテ

ィ)住民

先住民族の
大人 220人、
若者 60人

215

「権利を奪われたス

トリー‐トチル ドレ
ン支援プログラム」
(自 主事業)
「路上で暮らす若者
の自立支援プロジ
ェクト」
「都市に暮らす貧し
い若者の小規模起

業家育成プログラ
ムの開発」

2019年

4月 ～

20左
「
3

月

フ ィ リ

ピン (マ

ニ ラ 首

都 )、 日

本国内

3人

フ ィ リピ ン

(マニラ首都

圏)

現地 NG02団
体と、路上で
暮 らす若者
30人、都市
貧困層の若
者 約 1,600
人

4,321

「権利を奪われた貧
困家庭の女性の社
会主流化支援プロ

グラム」(自 主事業)
「スリランカ女性住
民組織による共同農
業ビジネス開発と市
場開拓を通じた地場
産業の育成と女性の
エンパワメント」事
業

2019年

4月 ～

20年 3

月

ス リ ラ

ンカ (ウ

バ 州 モ

ナ ラ ガ

ラ県 )

3人

ス リラ ンカ

(ウ バ州モナ

ラガラ県)ウ

ェラフヤ DS

地区

18
の

農
帯

女性組織
貧困女性
家 780世

3.315



関係団体間
および人の

交流および

協力・協働
関係の構築
事業

「日比 N∞ 協働推進
事業」
1)日 比 N00ネ ット
ワーク (PN)の事
務局活動 (受託事
業 )
正会員間の情報
交換・経験共有等の

推進、フィリピン社
会とその人々、およ
びフィリピンに関
わる日本のNGOの協
力活動等について
の国内での理解促
進と支持層の拡大
2)日 比NGOネットワ
ークの協働事業ヘ

の参加 (自 主事業)

2019 年

4 月 ～

20年 3

月

日 本 国

内
2人

フィリピンに

関わる日本と

フィリピンの

NG0

不特定多数 161

「日本企業 との連
携による途上国地
域開発事業の推進」
(共同事業)
パナソニック (株 )、
インドネシアの現地
NGO「Yayasan Dian D
esa Baru」 と当団体
による共同事業 「西
カリマンタン辺境地

域での太陽光発電利
用と生計向上のモデ
ル づ́くり」

2019 ‐年

4 月́ ´ヽ

20左F3

月

日 本 国

内、イン

ドネ シ

ア

4人

イン ドネシア

西カリマンタ

ン州セミタウ

副県 (12村 )、

スハイ ド副県

(11村 )

住 民 約
5,000世帯

1,986

知識・情報
の普及推進
事業

「広報・啓発事業」
(自主事業)
・ウェブサイ トのSN
S (Twitter、  Facebo
ok)を通じたアジア
開発途上国の現状
に関する情報提供
と活動参加への呼
びかけ
。冊子版の年次報告
書発行
・メールマガジン

(計 9回)の発行
・シンポジウム等で
の活動発表、事業関
連イベン ト/報告
会などの開催

2019 年
4月 ～
20年 3
月

日本国内 4人 国際協力に関
心をもつ日本
国内、海外 (英
文サイ ト訪問
者)の一般市
民

不特定多数 2,201



政策・制度
変革のため
の提言事業

(特活)国際協力 N
GOセ ンター (JANIC)
正会員、日比 N00ネ
ットワーク (JPN)の
正会員、グローバル

連帯税フォーラム
の正会員、NGO― 労
働組合国際協働フ

ォーラムの参加団
体、(特活)シーズ・
市民活動を支える
制度をつくる会の

賛助会員 としての

政策提言活動への

参加

2019'年
4月 ～
20年 3
月

日本国内 3人 フィリピン国
民、フィリピ

ン現地 NGO、 フ

ィリピンに関
わる日本の NG
O、

貧困者一般、
日本の非営利

活動団体など

不特定多数 176

国際協力に
携わる人材
育成

「日韓みらい若者支
援事業」 (共同事業)
学習会の開催、ダイレ

ク トリー作成に関わ
る情報収集、日韓関係
に携わる市民団体関
係者との関係づくり

2019年
11月 ～

20生F3
月

東京 3人 日韓の市民協
力に関わる市
民団体、学術
関係者、大学
など

のべ 50人 150

「スタッフの能力向
上」 (自 主事業)
担当事業の分野や国
に関わるセミナーや

報告会への参加を通
じた能力の向上と知

識・視野の拡大

2019 年
4月 ～
204F3
月

東京都文
京区

2人 担当事業・業
務の対象

2人 51

調査研究事

業

「募金型公益信託の

国際協力における役
割と展望～誰もが参
加できる国際協力の

インフラづくりと提
百～」
ACTのような募金型
公益信託の意義と役
割を確認し、 とくに
国際協力・国際交流
促進を目的とする公
益信託が増加するた
めの、望ましい条件、
環境、アプローチ (遺
贈、相続財産の活用
を含む)の検証と、現
在検討 されている
「新公益信託法」に
対する提言

2020 .1=

1月 ～2
0年 3月

東京都文
京区

3人

不特定多数 34



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

足
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

2019年 度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人アジア・ コミュニティ・センター21

円)

B

科
日

【 金  額 小計・合計

I の

168,000
360,000

528.0010

7,251,582

148,478

7,400.060

4,975,300
4,975,300

10,564,126
121,500

:0,685.626

1,958,618
1,958.618

62

581,540

581,602

26,129,200

【A

経 常 収 益 計

経 常 費 用

12.160,223

9,529,901
505,749
683,192

1,441,381

10.818,824.

848,388
486,688

102,211
2,157,717

396,507
2,899
3,250

1,617,721
124,525

22,524
77,020
20,000

503,497
73,941

101,588
4,280,348

印刷製本費
会議費

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務用品費

賃借料
広告宣伝費
図書費
保険料

研修費
減価償却費
支払手数料

雑支出
支払寄付金等

1

給料手当
賞与
通勤交通費
法定福利費

(1)

2)その
謝金

22.979.047

=~~~~~ 2.554,281

1,359,499
72,251
720,000
97,601
205,912
99,018

(両
~天
耳]「

給料手当
賞与金
役員報酬
通勤交通費
法定福利費
福利厚生費

2

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2

受取寄付金
受取寄付金振替額 (日 韓みらい若者支援事業)

＾
６

受取助成金

4
受託事業収益

自主事業収益

5

共同事業負担金収益

6

受取利息

雑収入



科 目 金  額 小計・合計

2) の
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務用品費

賃借料
接待交際費
図書費
減価償却費
諸会費
租税公課
支払手数料
雑支出

経 常 費 用 計

40,353
11,788

31,447
129,600

150,425
59,280

231,104
17,028
7,128

285,283
104,500

796,700
249,557
32,400

2,146,593

4.700.874

27,679,921

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 ① △ 1.550,715

C

D

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ―【D】 ②

+
法人税、 民税及び事業税

正

次 期 繰 越 ― 般 正 味 財 産 額 ③―④+⑤

△ 1.550.715
70.000

4,509.592

2,888,877

II.指定正味財産増減の部

受取寄付金

受 取 寄 付 金 計 ⑥

347,000

347.000

般 正 味 財 産 へ の 振 書 額・・・⑦ △ 148.478

産

味

定

財

正

綺

味

定

‐

正

指

越

定

越

繰

指

繰

輌

期

期

１

当

前

次

増 減 額 CHD
財 産 額

正 味 財 産 額

198,522

0

198,522

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 3,087,399

みらいア ア



書式第 15号 (法第 28条関係)

2019年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特申非堂剰活動法 人アジア・ コミュニティ・センター 21

科
日

【 金   額 小計・合計

【A】 資 産 の 部

【A】 資 産 合 計 ①+②

6,236,438
115,648

129,284
6,912

6.4(18,282

225,288
225,288

0

0

Z:5,21B

6,713,570

【B】 負 債 の 部

【B】 負 債 合 計 ③十④

553,825

1,910,000
104,458
70,000

762,600

3,400.883

3,400.303

225,288

225.288

225,288

3,626,171

【C】 正 味 財 産 の 部

【C】 正 味 財 産 合 計 ⑤+⑥

347,000

△ 148,478

108,522

4.509,592
△  1,620,715

2,300,877

3,087,399

【D】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B】 +【 C】 6,713.57

現金預金

未収金

棚卸資産

仮払金

①

リース資産

1

2

q

2

固定資壼合計 ・・・②

未払金

前受金

預り金

未払法人税等

未払消費税

O

リース負債

2

④

アジア υ｀

「
・■
一
匹 0

ロ

⑥



16 28 係

2019年 度  計算書類の注記

特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
リース資産  償却年数5年による定額法

(2)リ ース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(3)消費税等の会計処理
消費税は税込み経理によっています。

2.事 業別損益の状況 (別紙参照)

使途等が制約された寄付金等の内訳
使途等が制約された寄付金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は3,087,399円 ですが、そのうち1,911,390円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は1,176,009円です。

3

円

事 業 報 告 用

当期減少額 期末残高 備考内容 期首残高 当期増加額

期末残高は翌期に使用予定の支援用資金

(以下同じ)

フィリピンのス トリー トチル ドレン社会

復帰のための職業技術訓練プロジェクト

フィリピンにおけるストリー トナルドレ
ンの社会復帰のための事業 (一部助成)

2,219,400

1,500,000

500,000

2,760,954

1,170,000

390,000

1,264,988

330,000

110,000

1,806,542

権利を奪われた貧困家庭の女性の社会主

流化支援プログラム

340,120

997,000

1,978,300

7,880348,000

997,000

1,978,300

ACT関連事業、管理費への指定寄付3,000,000 3,000,000
ア若者みら下

~基

金」 (指定正アACC21

味財産)からの振替額 (日 韓みらい若者
支援事業への指定寄付)    _

148,478148,478

一般正味財産

権利を奪われたス

トリートチル ドレ
ン支援プログラム
ヘの寄付

「立正佼成会一食
平和基金」助成金

日本労働組合総連
合会「連合・愛の
カンパ」中央助成

権利を奪われた貧
困家庭の女性の社
会主流化支援プロ

グラムヘの寄付

(公財)生協総合
研究所「アジア生

協協力基金」助成
金

(公財)日 本国際
協力財団 助成金

個人からの寄付

日韓みらい若者支
援事業への寄付

198,522

ACC21「 アジア若者みらい基金」 (指定正

味財産)への寄付 (日 韓みらい若者支援
事業への指定寄附)

347,000 148,478

911 390101.806.542 11.038.178

指定正味財産

アジア若者みらい

基金

合計



内   容 金  額
経常収益への振替額
「アジア若者みらい基金」から「日韓みらい若者支援事
業」に対する振替額

148,478

合   計 148,478

4 定正 産から一 正 へ の の

5.固 定資産の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

給料手当には使用人兼務役員分も含まれますが、支払い対象者が少ないため個人情報保護の観点から金額の明示を省

略しています。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法
明確に分けられない共通経費のうち、「通信運搬費」「賃借料」「減価償却費」、

「人件費」は従事割合に、「印刷製本

費」はコピー複合機のカウンターから算出した割合に応じて按分しました。詳細は別紙参照。

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

0

225,288
0

1,911,600
965,520

213,356

414,180 1,497,420
965,520
213,356

△  1,497,420
△  740,232
△  213,356

2.877.120 213.356 414,180 2,676,296 △ 2,451,008 225,288

有形固定資産
リース資産
コピー機
Fortigateセキュリティ

什器備品

合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

94,000
49,400
6,464

5,000
245

7,040

1,602

528,000
7,598,582
2,189,164
526,107

153,324
10,995,177 149,864 13,887

6,912

115,648
6,912

60,000

122,560 60,000 6,912

(活動計算書)
受取会費
受取寄付金

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
活動計算書計

(貸借対照表)
未収金

仮払金

貸借対照表計





書式第 17号 (法第 28条関係 )

20可 9年度 財産目録
事 業 報 告 用

生定担当趾譴臓型ψ笠ヱ _■ュニュニニィ_二土シユニ21

科 金   輌 ′|ヽ    言|: 合   計

1 ■聞責産

現金預金

手元現金

外貨

普通預金 みずほ銀行 駒込支店
普通預金 みずほ銀行 駒込支店「ACC21緊 急復興支援」
普通預金 三井住友銀行 巣鴨支店
振春口座 (当座預金)ゆ うちょ銀行O一九店 (ゼロイチキュウ店)
振替口座 (当座預金)ゆ うちょ銀行O一九店 (ゼ ロイチキュウ店)ACC21 急
振替口座 当座 金 ゆ ち ょ O一九店 (ゼロイチキュウ店)ア ジア若者みらい基金
未収金

illl]::3:3:1:ま
1晃2年分00円gり女ラ~サポ~夕 ~∠日、_ 3.000円 )

日比NGOネ ットワーク事務局 印 および印刷費

棚卸資産

貯蔵品 (切手. レターパツク)
貯蔵品 (未使用切手寄付)

仮払金

特活)市民コンL―タバニュケーカン研究会2018年度分2重払い

2

(1)
リース資産
Fort iCate(イ ンターネット・セキュリティ・システム)リ ース

(2)無形固定費

(3)投資その他の資産

191,653

19,093

2,079,969

929

2,338,889

1,261,389

592

6,236,438

343.924

12,000

12,000

72,000

5,000

4,000

10,648

115,648

21.570

107,714

129,284

6,912

6,912

6.483.282

225,288

225.288

225.2“

225.288

【A】 責 産 合 計 ①+② 6,713.5フ 0

【B-1】 負 長 の 椰

364.604

147,400

6,259

11,886

17,910

766

5,000

553,825

1,500.000

10,000

400,000

1,910,000

75,736

28,722

104,458

70.000

762.600

70,000

762.600

3.400.883

225,288

225,288

225.288

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3.626,171

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 3.087.399

未
眩雫】」聾:弘1_ジ (2020年 3月分)
な1羅猟e。

トラスト フォーラム)助成金 ((
l,

源泉所得税 (給与)

雇 用

人税等

前受金

寄付金 (フ ィリピン子ども支援)

2020年度贅助会費 (個人2口 )

未払法人税等

未払消費税

〇

リース負債
FortiCate(イ ンターネット・セキュリティ・システム)リ ース

□走■債含訃 ・・・④



書式第 18号 (法第 28条関係)

2019年 度年間役員名簿 |`哺糖[ξll〔綿翼帖:fI:｀橋蔀爆鮮ξ鰐35諾居所並び

特
‐

"ニ

J卜営利活動法人アジア コ ミ ユ ー ア ィ・センター21

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1
監事
イ トウミチオ 2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日伊藤道雄

2
監事

:t-<) ) =,Yt) 2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小松諄悦

3
監事
シミズキョウコ

2019年 4月  1日

2020年 3月 31日

年

年

月

月

日

日清水恭子

4
監 事

7.A+< t)

鈴木真里

2019年 4月  1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

5
監事 ナガハタマコト

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年

年

月

月

日

日長畑 誠

6
監事

ハマダタダヒサ 2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年

年

月

月

日

日漬田

(浜田

忠久

忠久)

7
監事

イシマルサトコ

(ア リカワリン)
2019年 6月  26日

2020年 3月 31日

年  月 日

日年 月石丸智子

(有川 凛)

8
監事

3+ l-. B E=+

湯本浩之

2019年 6月  26日

20204i3月 31日

年

年

月

月

日

日

9
理 アキオテルマサ

秋尾晃正

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

年 日

10
理 ・監事

7A+l4.1

鈴木英子

2019年4月  1日

2020年 3月 31日

年

年

月 日

日月

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人Z ジア・コミュニティ・センター21

住 所 又 は 居 所氏    名

秋尾晃正

2 伊藤道雄

3 岩崎信
夫

4
大田達男

5
毛原 清

小松諄悦6

『
′
清水恭子

鈴木真里8

9 高見
啓子

10
長畑 誠

11

12


